
国による義務教育財源の保障、教育の機会均等と水準の維持・向上並びに 

行き届いた教育の実現を求める意見書 

 

 国は、全ての国民が持つ教育を受ける権利を保障する立場にある。子供たちが全国どこに住ん

でいても、一定水準の教育を受けられる環境を整えるには、小泉政権の下で３分の１に引き下げ

られた義務教育費国庫負担制度を２分の１へ復元するとともに、義務教育教科書無償給与制度を

堅持する必要がある。 

学校現場における課題は複雑化・困難化する中、子供たちの豊かな学びと育ちを実現するため

に、教材研究や授業準備時間の十分な確保に向け、教職員定数拡充や専門スタッフの拡充などの

施策が最重要課題である。あわせて、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関

する法律が改正され、小学校の学級編制標準が２０２５年度までに段階的に３５人に引き下げら

れる。少人数学級の必要性は、中学校においても変わりないことから、小学校にとどまることな

く実現を求めていくことが必要である。さらに、きめ細やかな指導を行うためにも、今後は３０

人以下学級の実現を望むものである。 

小学校高学年教科担任制の加配は、授業準備の時間確保ができるなど豊かな学びにもつながる

ため、学校現場から効果があるとの声が聞かれている。しかし、これまで加配措置されていた、

少人数・ＴＴ（ティーム・ティーチング）加配からの付け替えが行われている。少人数・ＴＴ加

配についても、きめ細かい教育活動のため有効に活用していたことから、豊かな学びの実現のた

めには、既に配当されている加配は維持した上で、加配を拡充していく必要がある。また、スク

ール・サポート・スタッフの配置によって、教職員の業務は軽減されており、今後、より活躍し

てもらうためには常勤化が必要である。 

全国の小・中学生の不登校児童・生徒数は、２０２３年度に過去最多となった。子どもや保護

者などに対する相談や心のケアなどを担うスクールカウンセラーは、学校現場に欠かせない職で

ある。神奈川県においては、小・中学校６０６校に対して、２６４人が配置されている。しかし

ながら、小学校への配置が不足しており、不足分は、複数校にまたがる配置を市町村費でせざる

を得ない状況である。本来、国の予算において全ての学校に配置される必要がある。さらには、

スクールカウンセラーとしての役割を十分に果たすためにも常勤化できるだけの財源の確保が必

要である。 

 よって、本市議会は、国に対し、子供たちの豊かな学びを保障するための条件整備は不可欠で

あるため、２０２５年度政府予算編成において、次の事項を求める。 

１ 教育の機会均等、水準の維持・向上、無償制の維持に不可欠な義務教育費国庫負担制度を存

続・拡充させること。また、学校事務職員・学校栄養職員をその対象から外さないこと。さら

に、義務教育教科書無償制度を継続すること。 

２ 行き届いた教育を実現するために、小学校の３５人以下学級を計画的に進め、中学校での３

５人以下学級を早急に策定すること。また、３０人以下学級の実現に向けて検討すること。 



３ 学校の働き方改革・長時間労働の是正を実現し、教職員が子供と向き合う時間を確保するた

めに、加配の配置増など教職員定数改善を推進すること。また、スクール・サポート・スタッ

フ、介助員等の専門スタッフ職の拡充、教育環境を整備するための予算を確保・拡充すること。 

４ 子供たちの心に寄り添うための、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの拡

充を行うこと。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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